
2009-12 日事連会務月報 1

日事連 2009年12月15日

会 務 月 報

第321号

発行 社団法人 日本建築士事務所協会連合会

■平成21年10月 緊急常任理事会概要

1.日 時 平成21年10月28日(水)13:30～16:30

2.会 場 日事連会議室

3.常任理事会構成者数及び出席者数

常任理事会構成者数 15名

出席者数 15名(内､表決委任状提出者2名含む)

4.出席者の氏名

出 席 者

会 長 三栖邦博

副 会 長 山本茂男､本澤宗夫､外木場久雄､

八島英孝

専務理事 髙津充良

常務理事 北野芳男

常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､

原田照行､髭右近外嘉､山田美光

欠席者(表決委任者)山崎善利副会長､鈴木誠一副会長

特別出席(定款第29条第4項による出席)

上野浩也業務･技術副委員長､安藤誠業務･技術委員､

松井健治大分会会長､古川裕久熊本会会長

事 務 局 恩田利昭事務局長､

戸谷泰子広報･渉外担当課長､

鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長

5.議事録署名人

三栖邦博会長､外木場久雄副会長､山田美光常任理事

6.議事進行役

外木場久雄副会長

7.議 事

(1)協議事項

1)建築基準法等に関する国のﾋｱﾘﾝｸﾞに対する意見の

とりまとめについて

①専務理事より､建築基準法等に関する国のﾋｱﾘﾝｸﾞ

に対する意見のとりまとめについて次の趣旨の説

明がなされた｡

10月13日付けで国土交通省住宅局建築指導課より

建築基準法等に関するﾋｱﾘﾝｸﾞの実施が10月30日14

時から1時間30分程度行うとの連絡があった｡この

ためﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目(1)改正建築基準法､改正建築

士法に基づく制度について､(2)建築基準法､建築

士法に基づく制度のあり方についてできるだけ単

位会の意見を反映するため､事前に意見に関するｱ

ﾝｹｰﾄ調査を46単位会に依頼したところ､38単位会

から多数の意見が寄せられた｡また､これとは別に

かねてより業務･技術委員会のﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑで構造設

計･設備設計一級建築士関与義務付けで予想され

る問題点及び国土交通省への要望事項のとりまと

めを行っていたため､これらの検討作業をあわせ

て行うこととした｡10月19日及び10月26日にﾜｰｷﾝ

ｸﾞﾁｰﾑは開催され､単位会から提出された意見も踏

まえてﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目に対する意見の案としてま

とめたものが資料1である｡なお､ﾋｱﾘﾝｸﾞは､東京で

各団体に対し行われる他､全国8箇所(北海道､福島

県､新潟県､京都府､奈良県､岡山県､福岡県､沖縄

県)でも行われる模様である｡

②設備設計一級建築士制度の地方の切実な状況につ

いて､特別出席した松井大分会会長及び古川熊本

会会長から次の趣旨の意見があった｡

・新制度の構造設計･設備設計一級建築士関与義

務付けは､実質的に一級建築士の業務範囲外と

なり違法性はないのか､また､本来設計者は自ら

設計したものは自ら責任をとることが前提であ
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り､他社物件を第三者が責任を伴うような関与

(ﾁｪｯｸ)は不可能ではないか｡特に建築設備設計

に関して関与する設備設計一級建築士はいない｡

一級建築士に設備の(製図は免除し)法適合確認

の講習を受講し合格した者に資格を与え､自社

の設計については､法適合確認を可能にすべき

だ｡

・設備設計1級建築士は､現状では､資格取得者が

地域によって偏在している｡専門の設備設計事

務所は他社の法適合確認だけなど絶対に行わな

い｡地方はほんとうに厳しい｡今の1級建築士に

設備の(製図ではなく)法適合確認の講習を受け

させ､資格を与えて､自分の設計については､法

適合確認ができるよう運用面で緩和してもらい

たい｡今回の構造設計1級建築士･設備設計1級建

築士制度を簡単に受け入れてよいのだろうか｡

建築設備士は活用すべきだと思う｡

③次に､意見(案)のとりまとめを行ったﾜｰｷﾝｸﾞﾒﾝﾊﾞｰ

である八島業務･技術担当副会長､木村業務･技術

委員長､上野業務･技術副委員長､安藤業務･技術委

員から資料1によってﾋｱﾘﾝｸﾞに対する意見(案)の

内容について次の趣旨の説明がなされた｡

・意見書作成の基本方針は､ⅰ.社会や消費者(事

業主､ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ等)にとって不利益や不具合と

なっている現行制度の問題点を重視した｡ⅱ.改

正後の現行制度のもとで､実際に設計業務を行

っている建築士の意見を重視した｡ⅲ.法律の細

部には言及せず､基本的な考え方を示すことに

重点を置いた｡また､ﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目の(1)改正

建築基準法､改正建築士法に基づく制度につい

ては､早急に検討を要する意見とし､(2)建築基

準法､建築士法に基づく制度のあり方について

は､中長期的に検討を要する意見とした｡

・意見書の骨子は次のとおりである｡

(1)改正建築基準法､改正建築士法に基づく制度について

(1)－① 建築確認の厳格化について

資格者である建築士の設計責任を前提に､その能

力をより尊重することによって､現行建築確認制

度の簡素化･合理化を図っていただきたい｡経済の

活性化に繋がるよう､増築における既存遡及の現

行基準を再考し､既存建築物の増築の可能性を拡

げていただきたい｡

(1)－② 構造計算適合性判定制度について

適判対象建築物の範囲や適判機関のｼｽﾃﾑを再考し､

適判の合理化･迅速化を図っていただきたい｡現行

の大臣認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについては､現実に即した抜本

的な見直しを行っていただきたい｡

(1)－③ 構造/設備設計一級建築士について

構造設計一級建築士の高度な専門能力を勘案し､

適判の対象範囲および関与すべき対象範囲を再度

検討いただきたい｡設備設計一級建築士の主旨と

実情の乖離を勘案し､当該関与の義務付けの廃止

を検討いただきたい｡

(1)－④ 厳罰化

建築士の裁量拡充を前提としてﾊﾞﾗﾝｽのとれた罰

則や処分の強化を検討いただきたい｡実体的な質

の確保のため､中間検査や完了検査を充実するこ

と検討いただきたい｡

(2)建築基準法､建築士法に基づく制度のあり方につい

て

建築士資格のあり方､法的基準のあり方､行政と設計

者団体の継続的な意見交換の場やｼｽﾃﾑの制度化､法

定講習のあり方､専門技術者制度(構造･設備)の再構

築､報酬基準の担保､建築士事務所の法的位置づけ､

法定団体および設計賠償保険の加入義務化､検査済

証未交付物件の使用制限等について意見をまとめた｡

④建築基準法等に関する国のﾋｱﾘﾝｸﾞに対する意見書内容

についての主な意見
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・設備設計一級建築士による設計への関与義務付け

等に対する意見で､原案では｢設備設計一級建築士

による法適合確認の運用を廃止するか､建築設備

士による法適合確認を設備設計一級建築士による

法適合確認とみなす規定を設けること｣となって

いるが､曖昧な表現となっているので､これは意見

としては廃止するとすべきである｡また､建築設備

士の活用の意見は削除してはどうか｡

・建築士定期講習の修了考査の廃止及び構造計算適

合性判定があるので構造設計一級建築士制度を廃

止しても良いのでないか｡

・建築士事務所の法的位置づけの強化とあわせ､建

築士事務所協会への加入義務化を意見として追加

すべきである｡

・構造計算適合性判定及び構造/設備設計一級建築

士の関与義務づけの廃止は必要ではないか｡

・改正された建築基準法等は､構造計算書偽装問題

が発端となって国会で成立した法律である｡改正

された制度をﾌﾟﾗｽ側で評価している団体等が一方

であるのでそのことも念頭に置きながら理論武装

して議論する必要があるのではないか｡

・建築士とは別に新たな専門資格制度を創設すべき

ではないか｡

⑤協議の結果､意見書の修正及び追加は次のとおりと

し､文言のとりまとめについては会長に一任するこ

ととした｡

・設備設計一級建築士による設計への関与義務付け

は廃止するという意見にする｡

・自律的な監督体制による業務の適正化等を確立す

るため､建築士事務所の建築士事務所協会への加

入を義務化することを意見として追加する｡

・建築士事務所法の制定の意見を追加する｡

⑥10月30日の国土交通省でのﾋｱﾘﾝｸﾞの出席者は､正副

会長､木村業務･技術委員長､上野業務･技術副委員長､

安藤業務･技術委員とする｡また､単位会からの意見

集等も参考資料として国土交通省へ提出することに

ついて了承した｡

<配付資料>

資料1:建築基準法等に関する意見(案)

参考1:国の建築基準法等に関するﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目内容

に係る意見について(ｱﾝｹｰﾄ調査協力依頼)

参考2:建築基準法等に関する各単位会の意見

参考3-1:項目ごとの単位会意見(1)①建築確認の厳格

化

参考3-2:項目ごとの単位会意見(1)②構造計算適合性

判定制度

参考3-3:項目ごとの単位会意見(1)③構造/設備設計一

級建築士

参考3-4:項目ごとの単位会意見(1)④(手続きの簡略化

とあわせた)厳罰化

参考3-5:項目ごとの単位会意見(2)建築基準法､建築士

法に基づく制度のあり方について

参考4:構造設計1級建築士･設備設計1級建築士制度に

ついて(大分会提出資料)

■第43回 建築設計制度等対応特別委員会概要

日 時 平成21年11月11日(水) 13:30～15:10

会 場 日事連会議室

出 席 者

委 員 長 三栖 邦博

副委員長 岡本 賢

委 員 小林 志朗､榊原 信一､佐々木宏幸､

望月 淳一､髙津 充良

事 務 局:北野常務理事､恩田事務局長､吉田調査役､

鈴木業務課長､今泉

(欠 席 者 委員 佐野 吉彦)
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<配付資料>

資料1 建築基準法等に関する意見書

資料2 建築の質の向上に関する検討-第4回ｺﾝｿｰｼｱﾑ会

議(10/29)関係資料

資料3 建築基本法制定準備会 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催案内書

資料4 ｢建築設計･工事監理に関する業を担う視点か

らの提案｣中間とりまとめ(案)

資料5 業務報酬基準の適正活用に関するｱﾝｹｰﾄ調査票

(案)及びﾋｱﾘﾝｸﾞ調査項目(案)

議事

【報告事項】

1.国土交通省の建築基準法等に関するﾋｱﾘﾝｸﾞについて

の報告

10/30国土交通省において(1)改正建築基準法､改正

建築士法に基づく制度について､(2)建築基準法､建

築士法に基づく制度のあり方についての意見のﾋｱﾘﾝ

ｸﾞを行い､本会の意見内容､ﾋｱﾘﾝｸﾞの状況について資

料1に基づき三栖委員長並びに髙津委員より報告が

なされた｡

・ﾋｱﾘﾝｸﾞでは､双方議論はせず意見内容についての確

認に留められた｡今後国土交通省では関係団体の意

見をまとめて政務三役に報告をして､方針が決まり

次第関係団体へ報告されることになると思われる｡

2.建築の質の向上に関する検討-第4回ｺﾝｿｰｼｱﾑ会議

(10/29)の報告

10/29に開催された第4回ｺﾝｿｰｼｱﾑ会議について当日

の資料を提出し､岡本副委員長の代理として出席し

た吉田調査役より資料2に基づき報告がなされた｡

・次回ｺﾝｿｰｼｱﾑは11/27に予定されており､建築の質の

向上に関する検討(とりまとめ)の成果ｲﾒｰｼﾞについ

て更に進められた内容等が示されると思われる｡

3.基本法ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催について

建築基本法制定準備会により､11/17建築基本法を提

案するにあたり国会議員との意見交換のｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑが

開催される旨､髙津委員より資料3に基づき報告がな

された｡

・第1部､第2部の構成になっており第1部からは岡本副

委員長が出席し､第2部から三栖委員長､髙津委員が

出席することとしている｡

【協議事項】

1.基本法部会-｢建築設計･工事監理に関する業を担う

視点からの提案｣中間とりまとめ(案)の検討

中間とりまとめ(案)は､10/19基本法部会での検討内

容を反映したことと､岡本副委員長の指摘内容を反

映したものになっている｡修正した箇所を中心に吉

田調査役より資料4に基づき説明がなされた｡

・中間とりまとめ(案)については､11月に開催する常

任理事会､理事会に報告をしつつ12/1に開催する全

国会長会議に提出し､とりまとめの方向性について

報告をすることにしたい｡

・中間とりまとめ(案)について各委員において確認し､

修正を要する箇所があれば11/15までにEﾒｰﾙで提出

することとする

・中間とりまとめ(案)の2頁の｢公共的価値の創造｣の

｢創造｣は行為そのものに値するが､文言を小林委員

が整理し11/15までにEﾒｰﾙで提出することとした｡

2.その他

○業務報酬基準の適正活用に関するｱﾝｹｰﾄ調査及びﾋｱﾘ

ﾝｸﾞ調査について

(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰに｢業務報酬基準調査委

員会｣を設置し､｢業務報酬の活用の実態､活用事例､

課題､適正な運用のための提案｣をとりまとめ来年3

月までに国土交通省へ報告することになり､建築士

事務所へｱﾝｹｰﾄ調査及びﾋｱﾘﾝｸﾞを行うことになった

旨､同調査委員会委員の佐々木委員より資料5に基づ

き概略説明がなされた｡

・11/4本会が設置する業務報酬基準WGでも同様の説明

をしている｡
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・ｱﾝｹｰﾄの中にある別紙の物件の算定方法､建築物の概

要については､漠然と調査をする形になっているた

め､複合施設等の大規模建築物に対象を絞るなど主

旨を説明したうえで調査するほうが適切と考える｡

また､不適切な回答がだされてその統計が何らかの

形で示されるおそれもあるため別紙の調査は不要と

も考える｡

・各委員において､資料5の調査内容について意見があ

れば11/18までに佐々木委員へ直接Eﾒｰﾙで書面を提

出することとした｡

○次回委員会は､11/27に開催される｢建築の質の向上

に関する検討-ｺﾝｿｰｼｱﾑ｣でだされた事項について日

事連の提案内容をどのように対応するか協議を行う｡

基本法部会は､提案内容の最終段階の時期に開催す

ることとする｡

●次回委員会日程

平成21年12月8日(火)10:00～12:00 日事連会議室

■第6回 業務･技術委員会概要

[日 時] 平成21年10月1日(木)14:00～16:45

[会 場] 日事連会議室

[出席者]

委員長:木村旭 副委員長:上野浩也

委 員:斉藤俊夫､安藤誠､宮崎清史､伊藤光洋､

三原秀樹

担当副会長:八島英孝

欠席者:冨田賢一

日事連事務局:髙津､北野､恩田､鈴木､千浜､今泉

{配付資料}

資料1-1:建築確認申請の扱いに関する当面の疑問点に

ついて(愛知県建設部の回答､東海･北陸ﾌﾞﾛｯｸ

協議会からの要望)

資料1-2:ﾌﾞﾛｯｸ協議会からの構造･設備設計一級建築士

の法適合確認制度の問題点等の提示

資料2:平成21年度上半期 業務･技術に関する事業報告

(案)について

資料3:｢四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約

書類改正｣等に伴う建築士事務所開設者等への

周知に関する講習会の企画について

資料4:建賠保険等調査専門委員会の報告資料

資料5:地球温暖化対策会議 報告書(八島担当副会長提

出資料)

資料6:国の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等におけるﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式

及び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについて

(国交省官庁営繕部提供資料)

資料7:公共建築設計等委託業務成績評定基準について

(国交省官庁営繕部提供資料)

議 事

1.協議事項

(1)構造･設備一級建築士の法適合確認制度の問題点等につ

いて

〇資料1-1により愛知会が愛知県に提出した構造設計一

級建築士/設備設計一級建築士の確認申請の扱いに関

する当面の疑問点について7/29付けで愛知県より回答

がなされた旨､安藤委員より説明がなされた｡

〇資料1-2により､各ﾌﾞﾛｯｸ協議会所属の委員から提出い

ただいた構造設計一級建築士/設備設計一級建築士の

義務づけの問題点について､各ﾌﾞﾛｯｸ協議会所属の委員

より概略が説明された｡主に経費がかかる､関与の範囲

が不明確､審査期間が長くなるなどの問題点が指摘さ

れた｡

次のような意見が出された｡

・構造設計一級建築士と設備設計一級建築士では､

問題の性質が異なる｡今回は構造設計一級建築士

の問題にしぼって議論することとしたい｡

・11/27からの確認の受付時に混乱が生じるおそれ

がある｡建築主事は法適合確認を行ったものしか

受け付けないので､入り口で滞ってしまう可能性
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がある｡

・意匠図の構造的なことまで構造設計一級建築士が

確認することになるのは経済的なﾛｽになる｡一級

建築士で判断できることは一級建築士の判断で行

うこととしてほしい｡

〇構造設計一級建築士制度の問題点等については､本

日提出された各ﾌﾞﾛｯｸの意見等をふまえ､業務･技術

委員会で要望書原案をまとめ､常任理事会に提出後､

国交省へ要望することとした｡要望書の原案の作成

については､11/19京都会で正副委員長､安藤委員､担

当副会長の4名で作業を行うこととした｡

(2)平成21年度上半期 業務･技術に関する事業報告

(案)について

〇事務局より資料2により平成21年度上半期 業務･技

術に関する事業報告(案)が説明され､了承された｡

2.報告事項

(1)四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約書類等

の講習会の企画について

〇事務局より資料3により四会連合協定 建築設計･監

理等業務委託契約書類等の講習会の企画について説

明された｡各単位会の講師予定者を対象とした講師

講習会を行い､その後､各単位会で講習を行っていく

こととし､講師講習会については､東京､大阪で開催

する予定であることなどが説明された｡

〇次のような意見が出された｡

･この講習はCPDの対象となっているということであ

るが､日事連のCPDはどうなっているのか｡

・現在､日事連独自のCPD制度というものはなく､

(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰで行っているCPD制度

への参加形式となっている｡申請した講習がｾﾝﾀｰ

の認定を受ければ登録者に時間数が計上される仕

組みとなっている｡

・CPD制度については建築士会が行っているものも

あり､なかなか理解できない｡もっとPRしてほしい｡

(2)建賠保険等調査専門委員会の活動状況について

〇事務局より資料4により建賠保険等調査専門委員会

の活動状況について報告された｡

おもな内容は以下の通り｡

・加入事務所については7月まで順調に増えている｡

・10/1より施行される住宅瑕疵担保履行法に対応す

るための特約を現在検討中である｡任意付帯､自動

付帯､保険料､補償金額などについて保険会社より

いくつかのﾊﾟﾀｰﾝをあげてもらい検討している｡

(3)｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定

に向けた対策会議の報告について

〇資料5により八島担当副会長より｢建築分野の地球温

暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定に向けた対策会議の

報告がなされた｡年末に発表できるよう二酸化炭素

をいかに少なくするかの提言書を共同でまとめる予

定で検討している｡現在はどのような形で提言書を

出すのか､文言の修正､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの検討などを行って

いる｡9/29の五会会長会議でここまでの成果を報告

し､最終のとりまとめを行う予定｡

(4)国の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等におけるﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式及

び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについて

〇資料6により国の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等におけるﾌﾟﾛﾎﾟｰ

ｻﾞﾙ方式及び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝにつ

いて事務局より説明された｡この資料は8/25の｢公共

建築設計懇談会｣で国土交通省官庁営繕部より情報

提供として提出された資料で､｢設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等

成果の向上に関する懇談会｣で昨年より検討がなさ

れ､国で運用する運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが作成されたという

ことである｡

(5) 公共建築設計等委託業務成績評定基準について

〇資料7により公共建築設計等委託業務成績評定基準

について事務局より説明された｡資料7も資料6と同

様に8/25の公共建築設計懇談会で提供された資料で､

公共建築工事に係る建築設計等委託業務の成績評定
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の標準的な方法について必要な事項を定め､評定の

適切な実施､評定結果の発注者間での相互利用を推

進することを目的としたものである｡

◎次回委員会 平成21年11月9日(月)14:00～16:30

日事連会議室

＊その後､10/30に国交省で建築基準法等の見直しにつ

いて建築関係団体へのﾋｱﾘﾝｸﾞが行われ､次回検討事

項の構造設計一級建築士制度の問題点もﾋｱﾘﾝｸﾞ項目

とされたため､業務･技術委員会の意見を前倒しして

意見提出し､11/9の委員会は中止とした｡

■第5回 指導運営委員会概要

日 時 平成21年11月10日(火) 13:30～16:00

会 場 日事連会議室

出 席 者

委員長:髭右近外嘉

委 員:佐藤眞彦､飯窪功児､西川英治､森口勝茂､

中野 満

担当副会長:鈴木誠一

(欠席 副委員長:上原伸一)

事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､野出

〈 提出資料 〉

資料1 指導運営に関する平成21年度上半期事業報告(案)

資料2 単位会の苦情の解決業務の実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)

資料3 平成21年1月5日～3月31日の単位会･個別ﾚﾎﾟｰﾄを

基にした参考事例集(案)

資料4 三重会からの意見､要望書

資料5 管理建築士講習のﾃｷｽﾄ記載の事例等について

議事1.平成21年度上半期 指導運営に関する事業報告

について

〇資料1の指導運営に関する平成21年度上半期事業報

告(案)に基づき事務局より報告がなされ､当該業務

の受付件数等を確認し､同報告内容で常任理事会等

へ事業報告することを了承した｡

議事2.単位会の苦情の解決業務実施状況について

①平成21年度の上半期の単位会の実施状況報告書(個

別ﾚﾎﾟｰﾄ)について

〇平成21年度の上半期に提出されたのは､北海道会､岩

手会､宮城会､神奈川会､福井会､静岡会､愛知会の7単

位会となり､その個別ﾚﾎﾟｰﾄについて確認した｡

・会員が苦情対象建築士事務所となっているものが散

見され､該当単位会での対応も注視する必要がある｡

・万相談のようなｻｰﾋﾞｽによっての相談内容もﾚﾎﾟｰﾄに

上がってきているが､設計･工事監理に係わる業務が

対象になることを単位会にあらためて徹底する必要

がある｡等の意見がだされた｡

②参考事例集のまとめ方について

〇前回提出した平成21年1月5日～3月31日の単位会･個

別ﾚﾎﾟｰﾄの基にして､事務局が加筆･修正し参考事例

集(案)として資料3を提出し説明した｡

・協会名は(社)○○○建築士事務所協会とした｡また､

匿名であることにより個人情報が特定されないため､

内容がわかるように建物の規模や設計料､工事費は

単位会で書かれた内容をそのまま記載することとし

た｡

・個別ﾚﾎﾟｰﾄは､単位会へﾍﾟｰﾊﾟｰ1枚で内容がわかるよ

うに記述していただくようお願いしているが､記述

されている内容が省略されすぎているため添付され

ている台帳を確認し内容がわかるよう参考事例集

(案)を作成した｡

・個別ﾚﾎﾟｰﾄでは､建築士事務所の関わり方があまり書

かれていないものがある｡例えば､工務店が設計をし

ているのか､下請けが設計をしているのかが明記さ

れていないものが多い｡

建築士事務所に係る苦情の解決として業務を行って

いるので､参考事例集もそれを基点にして示さなけ

ればならない｡また､今後事例集を統計的にまとめて

いく上でも建築士事務所の関わり方が非常に重要に
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なるので､あらためて単位会に記述してもらいたい

事項を周知していく必要がある｡

〇参考事例集をまとめるうえで､以下のことを取り決

めた｡

・協会名は地域性も参考にしたいため､原則として都

道府県名を記載する｡

・対象事務所の属性は､□専､□兼､□他の3つに分別す

る｡

・日付は月日まで書かれているものはそのまま日付ま

で記載する｡

・設計料や工事費が表されているものは､数字をその

まま記載する｡

●資料2の｢平成21年度上半期の単位会の実施状況報告

書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)｣に基づいた参考事例集(事例の修文)

の作成については､以下のとおり各委員が頁を分担

して作業を行うこととした｡

※担当する個別ﾚﾎﾟｰﾄと業務台帳は､事務局からﾃﾞｰﾀ

で送付する｡

中野委員-1～4頁 山上委員-5～8頁

森口委員-9～12頁 西川委員-13～16頁

飯窪委員-17～20頁 佐藤委員-21～24頁

上原副委員長-25～28頁 髭右近委員長-29～33頁

【参考事例の修文の申し合わせ事項】

◎参考事例の目的は､一般の消費者に向けるもので

はなく､単位会の相談員が参考になるための資料

として位置づけて修文する｡

また､前記参考事例をまとめるうえでの取り決め

事項を踏まえて修文する｡

(1)苦情(ﾄﾗﾌﾞﾙ)の概要では､事案における建築士

事務所の位置づけ(契約書の有無に関わりなく

設計又は工事監理の契約か､設計･施工の契約

か)がわかるようにする｡

(2)このﾚﾎﾟｰﾄを一読しただけで､苦情の内容､実施し

た解決業務の内容(ﾌﾛｰにしたがってどこまで実

施したか)､記載事項の日付関係がわかるよう起

承転結を明確にする｡

(3)建築士事務所の関わりのないもので参考事例に

相応しくないと思われるものは､担当委員の判

断で除外する｡

(4)単位会へ不明点等を確認する必要がある場合は､

本会事務局を通じて該当単位会へ問い合わせを

することとする｡

事務局が単位会に問い合わせして確認し､各担

当委員へ連絡する｡

※事例の作成(修文)は､12月21日(月)までに本会

事務局宛Eﾒｰﾙで提出する｡

次回委員会において､担当委員より検討された

全体の事例について協議を行うこととする｡

〇東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ協議会の三重会より､当指導運営委員

会への意見､要望書が提出され､検討した結果､以下

のとおり同協議会に所属する西川委員が回答するこ

ととした(資料4)｡

1.日事連の統一的なﾏﾆｭｱﾙ等については､苦情の解決

業務ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑが作成した実施規程､注意事項､ﾌﾛｰ

図及び参考様式等が資料となる｡

2.単位会の個別ﾚﾎﾟｰﾄを基に参考事例集を作成する｡

3.現時点では必要性は感じないが､ﾌﾞﾛｯｸ協議会内で

連絡を図りつつ､必要とすれば連絡協議会等を取

り持つように考えたい｡

議事3.その他

〇平成21年度管理建築士講習ﾃｷｽﾄに予算ｵｰﾊﾞｰに関す

る紛争の裁判例と日経ｱｰｷﾃｸﾁｭｱ(2009-10-26)に掲載

された裁判例の内容が相反していることについて､

中野委員より資料5が提出され､その取扱いについて

意見交換した｡

・管理建築士講習ﾃｷｽﾄはあくまでも裁判の一例を紹介

したのにすぎない｡注意書きにある建築主としっか

りｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをとることがﾄﾗﾌﾞﾙ防止に肝心であるこ
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とを講習の場で伝えることが重要と考える｡

〇東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ協議会より通知があり､当委員会の桜

井委員(石川会)から西川委員(石川会)に委員交代し

た｡

●次回委員会 平成22年1月27日(水)13:30～16:00

■ 主な行事予定

※行事日程は中止・変更等になることがございますの

でご了承ください。

平成２１年

１２月１５日 広報・渉外委員会

平成２２年

１月２１日 建築設計制度等対応特別委員会

２７日 指導運営委員会

２８日 構造技術専門委員会



■11月末単位会構成員在籍・賠償責任保険制度加入状況

期 間 平成21年11月1日～11月30日

北海道 640 5,707 11.2 218 34.1
青 森 141 1,245 11.3 32 22.7
岩 手 262 1,353 19.4 56 21.4
宮 城 267 - 1 2,757 9.7 52 19.5
秋 田 176 1,678 10.5 42 23.9
山 形 191 1,658 11.5 48 25.1
福 島 188 2,104 8.9 47 25.0
茨 城 501 2,773 18.1 135 + 1 26.9
栃 木 173 1,840 9.4 92 + 1 53.2
群 馬 175 2,340 7.5 89 50.9
埼 玉 576 + 3 6,274 9.2 103 + 2 17.9
千 葉 406 4,491 9.0 93 + 1 22.9
東 京 1,379 18,300 7.5 346 + 1 25.1
神奈川 797 + 2 7,662 10.4 151 18.9
新 潟 280 2,924 9.6 100 35.7
長 野 530 2,945 18.0 116 21.9
山 梨 116 + 3 1,091 10.6 12 + 1 10.3
富 山 291 1,572 18.5 54 18.6
石 川 267 1,664 16.0 51 19.1
福 井 265 1,189 22.3 58 21.9
静 岡 558 + 11 4,030 13.8 135 24.2
愛 知 631 6,039 10.4 136 21.6
三 重 183 + 1 1,722 10.6 62 33.9
滋 賀 202 1,492 13.5 38 18.8
京 都 270 2,610 10.3 78 28.9
大 阪 1,005 8,101 12.4 179 + 1 17.8
兵 庫 503 4,481 11.2 123 24.5
奈 良 122 - 1 1,103 11.1 21 17.2
和歌山 118 916 12.9 25 21.2
鳥 取 79 648 12.2 42 53.2
島 根 154 935 16.5 57 37.0
岡 山 450 1,934 23.3 59 13.1
広 島 384 3,040 12.6 114 29.7
山 口 116 1,610 7.2 39 33.6
徳 島 102 1,161 8.8 14 13.7
香 川 105 1,550 6.8 16 15.2
愛 媛 132 1,526 8.7 23 17.4
高 知 149 895 16.6 17 11.4
福 岡 526 4,491 11.7 133 25.3
佐 賀 171 789 21.7 29 17.0
長 崎 228 1,112 20.5 41 18.0
熊 本 227 1,713 13.3 79 34.8
大 分 207 1,189 17.4 37 17.9
宮 崎 141 1,554 9.1 66 46.8
鹿児島 320 1,700 18.8 77 24.1
沖 縄 184 1,470 12.5 44 23.9
計 14,888 + 18 129,378 11.5 3,579 + 8 24.0
※建築士事務所登録数は平成20年3月末日現在の数字である。

加入率(C／A)

賠償責任保険
単位会 構成員数(Ａ)

登録数(Ｂ) 増 減加入率(A／B)

建築士事務所登録

加入数(Ｃ)
増 減


